本様式を使用する場合は、赤字の部分を
当該入札案件の入札説明書の記載に合
わせて作成して下さい。

別紙様式１
紙入札方式参加承諾願
　

　１．業務名　　岡山大学（○○）○○○○○○○○○○
　２．電子入札システムでの参加ができない理由（必須）
　　上記工事は、電子入札対象案件でありますが、今回は当社においては上記　理由により電子入札システムを利用しての参加ができないため、今回に限り　紙入札方式での参加を希望いたします。
国立大学法人岡山大学長　殿
　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日
住　　所
法人等名
代表者氏名　　　　　　　　　　　　印
別記様式１

競　争　参　加　資　格　確　認　申　請　書
                                                  　 令和　　年　　月　　日

  国立大学法人岡山大学

      学長    槇　野　博　史　　殿

                                    住所
                                    商号又は名称

                                    代表者氏名
  令和○○年　○月○○日付けで公告のありました岡山大学（○○）○○○○○○○○○○業務に係る競争参加資格について確認されたく、下記の書類を添えて申請します。

  なお、国立大学法人岡山大学契約事務取扱規程第６条及び第７条の規定に該当する者でないこと、資本関係又は人的関係がある者が当該入札に参加しようとしていないこと（資本関係又は人的関係がある者のすべてが共同企業体の代表者以外の構成員である場合を除く）、及び添付書類の内容については事実と相違ないことを誓約します。

記

　１．入札説明書　記6（３）①に定める実施実績を記載した書面

　２．入札説明書　記6（３）②に定める配置予定の業務者の資格等を記載した書面
  ３．入札説明書　記6（３）③に定める契約書等の写し
　４．入札説明書　記6（３）④に定める一般競争参加資格認定通知書の写し　　　　　

　５．入札説明書　記6（３）⑥に定める法令遵守の状況について記載した書面及び資料
　
	注）紙入札方式を希望する者は、申請書に返信用封筒（表に申請書の住所及　　び商号又は名称を記載し簡易書留料金を加えた所定の料金（４０４円）に相当する切手をはった長３号封筒とする。）を添えて提出すること。




別記様式２

同種業務の実施実績
                                         会社名

	同種業務の判断基準


	 平成○○年度以降に元請として業務が完了した、建築基準法第１２条第１項又は同法第１２条第２項に基づく特定建築物等の定期調査報告業務の実績を有すること。（共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が２０％以上の場合のものに限る。）。

　

	業
務
　　
　名

　　称

　　等


	 業　務　名
	

	
	 発注機関名 
	

	
	 業務場所
	 （都道府県・市町村名）

	
	
	
	

	
	 契約金額
	

	
	 業務期間
	  平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日

	
	 受注形態
	  単体／共同企業体（出資比率　　％）

	業
務
概

概


	 建物用途
	

	
	 構造・階数
	

	
	 建物規模
	 　　　　　　　　　　　　　（㎡）

	
	 業務内容

	 （業務内容を記載する。）




注）　同種業務の実施実績については、平成○○年度以降かつ申請書及び確認資料の提出期限の日までに業務が完了したものに限り記載すること。

　　　また、併せて業務の実施実績として記載した業務に係る契約書及び記載した業務の内容が判断できる資料の写しを提出すること。
別記様式３                                                                       

配置予定業務者の資格・業務経験
                                        会社名                                   

１）配置予定業務者の資格・業務経験

	配置予定業務者の従事役職・氏名
	業務責任者   　  ○○○○

	法令による資格・免許
	 （例）一級建築士（取得年）
      

	同種業務の判断基準

	平成○○年度以降に元請として業務が完了した、建築基準法第１２条第１項又は同法第１２条第２項に基づく特定建築物等の定期調査報告業務の実績を有すること。

	業務の経験の概要

	業　務  名
	

	
	発注機関名
	

	
	業務 場 所
	（都道府県・市町村名）

	
	契 約 金 額
	

	
	業務期間
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月   日

	
	従 事 役 職
	

	
	建 物 用 途
	

	
	構造・階数
	

	
	建 物 規 模
	（㎡）

	
	業務内容　
	

	申請時における他業務の従事状況等
	業　務  名
	

	
	発注機関名
	

	
	業務期間
	令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月   日

	
	従 事 役 職
	

	
	 本業務と重複する  場合の対応措置
	 


注）法令による資格・免許については、それを有することが確認できる免許等の写しを添付
　すること。
注）配置予定業務者の同種業務の経験については、平成○○年度以降かつ申請書及び確認資料　の提出期限の日までに業務が完了したものに限り記載すること。
　　また、併せて業務の実施経験として記載した業務に係る契約書及び当該業務者が従事した
　ことを判断できる資料及び記載した業務の内容が判断できる資料の写しを提出すること。
注）申請時における他業務の従事状況は、従事しているすべての業務について、本業務を落札した場合の業務者の配置予定等を記入すること。
別記様式４
事故及び不誠実な行為
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名　　　　　　　　　　　 　　　　
　１．営業停止

	　岡山県又は広島県を区域に含む営業停止措置のうち、本工事の開札日から起算して６ケ月以内に期間が終了したものを全て記載すること。

	措置を行った機関
	営　業　停　止　の　期　間

	（記載例）

  国土交通中国地方整備局


	（記載例）

 令和　年　月　日　から　令和　年　月　日（  ケ月）



	
	


　注１）営業停止の通知の写しを添付すること。
　注2）措置を受けていない場合には、その旨を記入の上、提出すること。 
　２．指名停止

	  中国地区において、文部科学省から受けた指名停止措置のうち、本工事の開札日から起算して６ケ月以内に期間が終了したものを全て記載すること。

	指　名　停　止　の　期　間

	           （記載例）

令和　年　月　日　から　令和　年　月　日（  ケ月）



	


　注１）指名停止の通知の写しを添付すること。
　注2）措置を受けていない場合には、その旨を記入の上、提出すること。
